





















































わない「統治行為」について、以前より学説の対立からアプローチを試みてきたが、この方法においては議論が膠着している状況にあり一定の方向性を見いだせな 状態にある。今後自身の研究として、こ 「統治行為論」に関する問題を素材として考えていくにあたって、日本国憲 ける「権力分立論」 、 「権力論」とし この「統治行為論」を進める、また新たな知見を見いだすためのきっかけとすべく試 の報告を行った。１． 「統治行為論」における 分立」　
概要で触れたように「統治行為論」をめぐる議論が平行線
をたどり膠着に陥っているのは、単に「統治行為」に関する明文規定を欠くためだけでは い。また学説や他国 判例などの「統治行為」の定義からどのような行為が該当するかを区分することが難しいという点でもない。この背景には、権力分立について権力の分割 権力相互間の均衡のどちらを重視するかということが指摘できる。　
しかし日本において権力分立をどのようにとらえるか、と
いう問題はあまり意識的に考えられてきてはいなかったのではな かということも同様に指摘できる。従来の権力分立関する研究は、権力がどのよ 区分され、どの機関に配



































































































































































































































































































































































裁判所の司法審査において判断を下すことは可能であるが、提起された問題が専門分野で なく、憲法上においては他の機関が最終的な決定を設定していることがある 配分によって得意分野を処理させるということ、そしてゆがみが生じたと裁判所が判断したときに裁判をしな という処理 る。これが統治行為論ではないか。　
このように憲法が考えている配分の是正、つまり現実のゆ
がみの是正を図る、なぜ歪んだのか なぜ裁判所がそれを差し戻した か、裁判所が政府部門・立法部門に委ねたのが憲法の考えとして正しいのかという問題について検討する場合には発展する余地が考えられるだろ 。　
また実務的に抑制・均衡を憲法の条文が果たしえない 考
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